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○浦幌町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成28年３月１日告示第11号 

改正 

平成28年９月26日告示第84号 

平成29年９月１日告示第67号 

平成31年２月１日告示第10号 

浦幌町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第115条の45に規

定する地域支援事業のうち介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実

施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 総合事業は、本町の被保険者等が要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」とい

う。）となることを予防し、社会に参加しつつ、地域において自立した日常生活を営むことがで

きるよう支援するために、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービス

を充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、居宅要支援被保険者等に対する

効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的とする。 

（定義） 

第３条 この告示における用語は、法、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）、地域支

援事業実施要綱（平成18年６月９日老発0609001号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施

について」別紙。以下「通知」という。）に基づいて使用する用語の例による。 

２ この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 被保険者 法第115条の45第１項の被保険者をいう。 

(２) 要支援者 法第９条第１号に規定する第１号被保険者のうち法第32条の規定により要支援

認定を受けた者をいう。 

(３) 介護予防・生活支援サービス事業対象者（以下「事業対象者」という。） 65歳以上の者

であって、介護保険法施行規則第140条の62の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基

準（平成27年厚生労働省告示第197号）様式第１の基本チェックリスト（別記様式第１号）の質

問項目に対する回答が同告示様式第２に掲げるいずれかの基準に該当した者であって、その心

身の状況、その置かれている環境その他の状況から、要介護状態等になることを予防するため

の援助を行う必要があると認められる者をいう。 

（事業構成及び内容） 

第４条 総合事業における事業の構成は次のとおりとし、当該各号の事業の内容、対象者等は別表

第１に定めるとおりとする。 

(１) 介護予防・生活支援サービス事業（法第115条の45第１項第１号。以下「第１号事業」とい

う。） 

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

イ 通所型サービス（第１号通所事業） 

ウ その他生活支援サービス（第１号生活支援事業） 

エ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 
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(２) 一般介護予防事業（法第115条の45第１項第２号） 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

（実施方法） 

第５条 町長は、総合事業を、通知別記１第２の１(１)ア(エ)①の（ａ）から（ｄ）まで（一般介

護予防事業にあっては、同①の（ａ）、（ｂ）又は（ｄ）に限る。）のいずれかにより行うもの

とする。 

２ 町長は、総合事業のうち介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービスに

ついては、指定事業者により実施する。 

３ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

（平成26年法律第83号）附則第13条の規定により訪問型サービスに係る指定事業者の指定を受け

たものとみなされた者が行う当該訪問型サービスは介護予防訪問介護相当サービスに、同条の規

定により通所型サービスに係る指定事業者の指定を受けたものとみなされた者が行う当該通所型

サービスは介護予防通所介護相当サービスにそれぞれ含まれるものとする。 

（指定事業者により実施するときのサービス事業に要する費用の額） 

第６条 総合事業を指定事業者により実施するときのサービス事業に要する費用の額は、別表第２

に定める区分及びサービスの事業ごとの単位数に１単位の単価を乗じて算定するものとする。 

（サービス事業支給費の支給） 

第７条 サービス事業支給費（法第115条の45の３第１項の第１号事業支給費をいう。以下同じ。）

の額は、次に掲げるサービスの種類に応じ、それぞれ次に定める額とする。 

(１) 介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービス 前条の規定によりサ

ービスの事業ごとに算定されたサービス事業に要する費用の額の100分の90に相当する額 

(２) 緩和した基準によるサービス 別に町長が定める額 

２ 法第59条の２第１項に規定する所得の額が同項の政令で定める額以上である居宅要支援被保険

者等（次項に規定する居宅要支援被保険者等を除く。）に係るサービス事業支給費について前項

の規定を適用する場合においては、前項第１号中「100分の90」とあるのは、「100分の80」とす

る。 

３ 法第59条の２第２項に規定する所得の額が同項の政令で定める額以上である居宅要支援被保険

者等に係るサービス事業支給費について第１項の規定を適用する場合においては、第１項第１号

中「100分の90」とあるのは、「100分の70」とする。 

（支給限度額） 

第８条 居宅要支援被保険者が総合事業を利用する場合の支給限度額は、法第55条第１項の規定に

より算定した額とする。 

２ 事業対象者が事業を利用する場合の支給限度額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額

及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額（平成12年厚生省告示第33号）第２号イに規定す

る単位数により算定した額とする。ただし、町長が必要と認めた場合は、同第２号ロに規定する

単位数により算定した額とすることができる。 
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３ 前項の算定は、指定事業者が行う当該指定に係る事業について行う。 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第９条 町長は、介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービスについて、通

知別記１第２の１(１)ア(コ)及び(サ)の例により、同ア(コ)の高額介護予防サービス費相当事業

及び同ア(サ)の高額医療合算介護予防サービス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費等相

当事業」という。）を行うものとする。 

２ 高額介護予防サービス費等相当事業における支給要件、支給額その他高額介護予防サービス費

等相当事業に関して必要な事項は、介護保険法施行令（平成10年政令第412号）第29条の２の２及

び第29条の３の規定を準用する。 

（第１号事業の利用の手続） 

第10条 居宅要支援被保険者等は、第１号事業を利用しようとするとき（介護予防サービスを併せ

て利用しようとするときを含む。）は、浦幌町介護保険条例施行規則（平成12年浦幌町規則第16

号）第17条の２の規定に基づき、介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変

更）届出書に次に掲げる書類を添えて、町長に届け出なければならない。 

(１) 基本チェックリスト 

(２) 介護保険被保険者証 

２ 町長は、前項の届出をした者のうち、事業対象者に対し、当該者が事業対象者である旨、基本

チェックリストの実施日等を被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

３ 第１項の届出は、居宅要支援被保険者等に代わって、当該者に対して第１号介護予防支援事業

を行う地域包括支援センターが行うことができる。 

（委託事業の利用の申請） 

第11条 町長が法第115条の47第４項の規定により事業の実施を委託する場合（第１号介護予防支援

事業を除く。）は、当該事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、浦幌町介護

予防・日常生活支援総合事業利用申請書（別記様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、町長に

申請しなければならない。 

(１) 利用者基本情報（利用者の状況を把握するための基礎的な情報をいう。）に関する書類の

写し 

(２) 第１号介護予防支援事業による支援により居宅要支援被保険者等ごとに作成される計画又

は介護予防サービス計画の写し 

（委託事業の利用の決定） 

第12条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、事業の利用の承認又

は不承認を決定し、浦幌町介護予防・日常生活支援総合事業利用決定（却下）通知書（別記様式

第３号）により申請者へ通知するものとする。 

（利用の中止等） 

第13条 町長は、事業の利用者（以下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する場合

は、当該利用者の利用を一時停止し、又は中止させることができる。 

(１) 健康状態に変化が見られ、当該事業を利用することが適切でないと認められるとき。 

(２) 利用者の主治医に一時停止又は中止の指導を受けたとき。 

(３) その他事業の利用を継続することができないと認められたとき。 

（利用の変更等の届出） 
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第14条 利用者は、事業の利用を変更し、中止し、又は休止しようとするときは、あらかじめ浦幌

町介護予防・日常生活支援総合事業利用変更（中止・休止）届（別記様式第４号）により町長に

届け出なければならない。 

２ 町長は、総合事業を委託している場合において、前項の届出があったときは、浦幌町介護予防・

日常生活支援総合事業利用変更（中止・休止）通知書（別記様式第５号）により事業受託者に通

知するものとする。 

（利用者の遵守事項） 

第15条 利用者は、事業の利用による健康被害を防止するために定期的に健康診断を受診するほか、

自己の健康管理に努めなければならない。 

２ 利用者は、事業の利用にあたり、健康状態に変化があったときは、速やかに町長又は事業受託

者に報告しなければならない。 

（事業の評価） 

第16条 事業受託者は、事業の実施に当たって、利用者ごとに事前及び事後の評価を行うものとす

る。 

２ 前項の評価の方法については、別に定めるところによる。 

（事業受託者） 

第17条 事業受託者は、当該事業に係る経費を他の事業にかかる経費と明確に区分しなければなら

ない。 

２ 事業受託者は、委託を受けた事業により提供するサービス（以下「サービス」という。）につ

いて、実施月ごとに、町長が別に定める浦幌町介護予防・日常生活支援総合事業実施状況報告書

により次に掲げる事項を町長に報告しなければならない。 

(１) サービスの内容 

(２) サービスの利用回数 

(３) その他町長が別に指示する事項 

３ 事業受託者は、サービスの利用状況を明らかにできる書類のほか、経理に関する帳簿等必要な

書類を備え付けなければならない。 

４ 受託事業者及び事業に従事している者（以下この条において「従事者」という。）は、浦幌町

個人情報保護条例（平成13年浦幌町条例第20号）の趣旨に則り、個人情報が適切に保護されるよ

う配慮するとともに、事業を行うに当たり知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために

利用してはならない。事業受託者又は従事者でなくなった後においても、同様とする。 

（関係機関との連携） 

第18条 町長は、事業を実施するに当たり関係する機関との連携を図り、当該事業による効果が期

待される対象者の早期発見に努めるほか、対象者に対する支援が円滑かつ効果的に行なわれるよ

う努めなければならない。 

（その他） 

第19条 この告示に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この告示は、平成28年３月１日から施行する。 

（経過措置） 
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第２条 この告示の施行日において要支援者である者は、当該要支援認定の有効期間の終了した日

の翌日又は第10条に掲げる届出をした日のいずれか遅い日から第１号事業の対象とする。 

附 則（平成28年９月26日告示第84号） 

この告示は、公表の日から施行し、平成28年９月20日から適用する。 

附 則（平成29年９月１日告示第67号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成31年２月１日告示第10号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

 

別表第１（第４条関係） 

１ 介護予防・生活支援サービス事業 

  

区分・個別事業名 事業の内容 対象者 備考 

訪問型サービス 

 介護予防訪問介護相当

サービス 

ホームヘルプ事業 事業対象者 

要支援１・２ 

 

通所型サービス 

 介護予防通所介護相当

サービス 

デイサービス事業 事業対象者 

要支援１・２ 

 

通所型住民主体サービ

ス 

住民主体による支援事

業 

事業対象者 

要支援１・２ 

補助 

（通所型サービスＢ）

介護予防ケアマネジメント 

 介護予防ケアマネジメ

ント事業 

介護予防及び日常生活

支援を目的として、選択

に基づき、予防サービス

事業、生活支援サービス

の利用に係るケアマネ

ジメントを行う。 

事業対象者 

要支援１・２ 

地域包括支援センタ

ーにおいて行う。 

２ 一般介護予防事業 

  

区分・個別事業名 事業の内容 対象者 備考 

介護予防普及啓発事業 

 いきいき元気教室 介護予防の普及啓発に

資する運動、栄養、口腔

等に係る介護予防教室

を開催し、要介護状態等

の軽減若しくは悪化の

防止を目的とする。 

被保険者  

地域まるごと元気アッ介護予防の普及啓発に被保険者  
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ププログラム 資する運動プログラム

を開催し、筋力低下を防

ぎ、運動機能の維持、あ

るいは低下を予防する

ことを目的とする。 

別表第２（第６条関係） 

１ 介護予防・生活支援サービス事業 

  

区分・個別事業名 単位数 １単位の単価 

訪問型サービス 

 介護予防訪問介護相当

サービス 

通知別添１の１に定める単位数 10円 

通所型サービス 

 介護予防通所介護相当

サービス 

通知別添１の２に定める単位数 10円 

介護予防ケアマネジメント 

 介護予防ケアマネジメ

ント事業 

通知別添１の３に定める単位数 10円 

別記様式第１号（第３条関係） 

別記様式第２号（第11条関係） 

別記様式第３号（第12条関係） 

別記様式第４号（第14条関係） 

別記様式第５号（第14条関係） 


